





















政府は、財源の確保と高品質サービスの生産 ・供給を実現すべ く、専門性の強化とい う問題を
解決すべきである。「地方分権特別法」は、地方自治団体が以上のような地方行政の環境変化

















達 している主要4ヶ 国での特別地方自治団体の組織 ・運営状況を検討するなかで、韓国におい
て特別地方自治団体を活性化させるための具体的な方案を模索 したい。








態の地方 自治団体 と定義 している2)。このように、必ず しも 「広域的」であることに拘泥せぬ
見解にも留意する必要があろう。
　特別地方自治団体の名称は国ごとに区々で統一されていない。韓国の場合は 「地方自治法」
第2条3項 において、一般地方自治団体3)とは区別 され る特別地方自治団体 として、地方自治
団体組合だけが言及されている。 日本では 「地方 自治法」第1条2項 で、「地方公共団体は、
普通地方公共団体及び特別地方公共団体とする」 と規定 している。「特別地方 自治団体」と命
名される韓国に対 して、 日本では 「特別地方公共団体」と称するように、呼称は国によって異
なる。その下位概念も発達程度によって異なり、韓国では 「地方自治団体組合」だけが存在す























































　 アメ リカにおけ る地方 自治団体 の区域は、そ の大部分が長い歴史 のなかで形成 された もので、
数多 くの問題を引 き起 こ して きた。 このよ うな問題を解決す る 目的で、そ の区域を変更す るこ
とな く特定 の機能を遂行す るために特別区を設置 してい るが、 この点を概 略的に考察す る。
　 アメ リカの地方 行政単 位 は、地方 自治 団体(municipal　corporation)と準 地方 自治 団体
(quasi-municipal)に分類 され る。特別地方 自治 団体 である特別 区(special　district)は準地
方 自治団体に属 し、一般地方 自治団体 の区域 とは関係 な く、一般地方 自治団体 の一部 の区域 内
に、あ るいは複数 の地方 自治団体 の区域を包摂す る広域的地域に も設置 され る。地方 自治団体
は、行政環境におけ る多様 な変化に、区域 の変更や統廃合 などでは敏感に反応 しがたいか、 ま
たは不可能であ るよ うな場合、 これを補完す る 目的で設置 ・運営 され ることもあ る8)。
　特別 区(special　district)は一般地方 自治団体 と同様、州(State)によ り設立 され る9)。行
政サ ー ビスを提供す る区域は、一般地方 自治団体 と重複す ることはあ って も、それぞれが提供
す るサ ー ビスは重複 しては ならない。特別地方 自治団体であ る特別区は、一般地方 自治団体を
含めた地方 自治団体全体 の36%を占め る。 この中では、中心都市 の隣接地域におけ る社会 ・文
化的情況や交通問題 などを考慮 して設置 され る、公教育 を担 当す る学校 区(school　district)、
行政 の優先順 位 の低 いサ ー ビスを提 供す るため の衛 生 区(sanitary　district)、消 防区(fire
protection　district)、施設 に よ るサ ー ビスを提 供 す る高 速道 路 区、 下水 処 理 区、給 水 区
(watering　supply　district)などが重要 な特別区であ る。 このほかに、大規模で専門性を要す
るサ ー ビスを提供す る環境保全区、耕地整理 区、住宅供給 区、墓地 区などもある10)。大部分 の
特別区は、憲法が許容す る範囲 内で一定形態 の財政権を保有 してい る。
　特別区が以上 のよ うに高い比重を 占め なが らも、引 き続 き増加す る趨勢にあ るのは、 これ ら

























































　 ドイ ツの広域地方 団体 である クライス(Kreis)、自由市(Kreisfreie　Stadt)、基礎 自治団体
であ る・ゲマイ ンデ(Gemeinde)は規模 が小 さ く、個別的 な行 ・財政力では処理 で きない広域
行政事務を処理す るため、特別地方 自治団体 の設立が必要 となった。そ の類型は以下 のとお り
であ る21)。
　 1)上 級 ・広域地方 自治団体連合　 (H6cher　Regionale　Gemeindeverbande)
こ の 自 治 団 体 連 合 は ク ラ イ ス と 自 由 市 が そ の 構 成 員 と な り、 通 常 は 州 政 府 管 区
(Regierungsbezirk)単位 で設置 され る。 この連 合体 は事務 に対す る基 本権 であ る自治権は持
つ ものの、必ず しもすべて の権限が与え られ るのでは ない。そ の名称、管轄業務、構成員 など
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には、州 ごとに多少の差 異 もあ る。基礎 自治 団体 連合(Gemeindeverbande)が処理 で きない
規制事 務を統轄 し、 ゲマイ ンデ の監督 、学校 の監 督、環境 規制 な ど、高度 の専 門的行政 技術
































ン共同体」「新都市組合」「都市間共同体」が新 しく誕生 し、既存の地方協力団体である 「コミ
ューン組合」「ディス トリクト」「市地域共同体」などを初め、6種 の地域間協力体が成立 して
いる22)。
　 1)コ ミューン組合(syndicate　de　communes)
　 1890年法に よ り、利益を 同 じくす る複数 のコ ミューンが協力 して一つ の公役務を実施す るこ
とが認め られた。組合には、単一 目的型、多 目的型及び選択的組合型 の3種 があ るが、現状で
は単一 目的型が最 も数が多 く、15,000を数え る。そ の事業領域をみ ると、上水道、学校 ・課外
活動、 エネルギ ー関連が群を抜 いて多い。次 に、多 目的事 業組合は2,500を数 えるが、そ の事
業領域は道路、家庭廃棄物 の収集 ・処理、下水道が上位を 占め、次いで学校 ・課外活動、上水
道、観光、通学用輸送、 スポーツ、文化普及 の順 となってい る23)。
　 2)デ ィス トリク ト(district)
　 デ ィス トリク トは、法人格を持つ公的機関 と して1959年に設置 された。そ の設立 目的 と機能
は コ ミューンの単一機能組合及び多機能組合に酷似 し、 コ ミューンの権限 の一部が義務的に デ
ィス トリク トに移転 され る仕組みに なってい る。 デ ィス トリク トの特徴は次 のとお り24)。
　① デ ィス トリク トの設立 と適用地域 の設定が 自由であ る。
　②運営は所属す るコ ミューン間 の自由な合意に よる。
　③ コ ミューンにおけ る権限 の一部は義務的に デ ィス トリク トへ移転 され るが、それ以外は所
属す るコ ミューン間 の合意に よ り自由に移転 され る。
　④財源は所属す るコ ミューンの地方税か ら、経済活動 の結果 と関連す る事業税 の一部あ るい
は全部が、 また国家財政補助金か らも調達 され る。
　 3)市 地域共 同体(communaut6　urbaine)
　市地域共 同体は、1996年12月の法令に よって設置 された。関連 コ ミューンが有す る権限 の一
部25)が法律に もとづ き強制 的に移 転 され るため、 コ ミューン組合や デ ィス トリク トに比 して、
よ り厳格 な性格を帯びてい る。
　市地域共 同体は関連 コ ミューンの自由意思で設立 され る。そ の設立 目的は、第1に 、全国で
と りわけ重要 な性格を持つ都市 とそ の周辺 コ ミューンが相互間 の連帯を強化 し、第2に 、都市
の重要 な社会間接資源 とそ のサ ー ビスを受け る周辺 コ ミューンの間で、公平 な費用分担を図 る
ことに求め られ る。市地域共 同体を構成す る住民 の財政的負担は大 きい ものの、そ のサ ー ビス
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の質が優秀であ るため、1995年現在既設 の9共 同体には、269のコ ミュー ンと400万人 の住民が
所属 してい る。中央政府に よって強制的に設置 された4共 同体以外は、 コ ミューンの意思に も


















　 「新 都市組 合」 の設 置 に直結 す る法 律 は1970年7月10日に整備 され た とはい え、新都 市
(ville　nouvelle)、す なわ ち ニュー ・タ ウンの造成 はす でに1960年代か ら始 ま ってい る。 この
組合は、複数 のコ ミューンに またが るニ ュー ・タウン造成地域において、住宅建設及び雇用創
出を積極的に推進す ることで、都市圏 の均衡 のとれた発展を 目指す ものであ る。
　 この組合は、 と りわけ ニ ュー ・タウンの建設 ・整備や都市計画をめ ぐる基本的事項を決定す
る権限を保有 し、 また公的施設 の管理権限 も確保 してい る点が、そ の大 きな特色であ る。開発
及び整備事業を推進す るのは 「開発整備公社」であ るが、土地基盤整備後 の売却、建築業者 の
監視、道路や下水道、緑地 などの工事、学校 ・文化 ・スポーツ関連施設等 のチ ェックは、組合








































治団体組合は一次的に市 ・道知事の、2次 的には行政自治部長官の指導 ・監督を受ける。こ















　 (1)「地方自治法」第2条3項 は 「特定の目的を遂行するため必要な場合は、別途に 『特
別地方 自治団体』を設置することができる」 と規定する一方、第149条1項では 「複数の地
方自治団体が1つ またはそれ以上の事務を共同で処理する必要がある場合、規約を定め、当
該地方議会の議決を経て、市 ・道は行政自治部長官の、市 ・郡及び自治区の場合は市 ・道知
事の承認を得て 『地方自治団体組合』を設立することができる」と謳われている。この場合、
特別地方 自治団体と地方 自治団体組合の関係が不分明である。他方で、「地方公企業法」に
　よる限 り、「地方 自治団体は、自らが直接設置 ・経営するか、法人を設立 して経営す る企業
の運営に関して、必要な事項を定め...」(第1条)と、「地方 自治団体が直接設置 ・運営で







(3)「地方 自治法」によれば、「特別地方自治団体の設置 ・運営に関する必要な事項は 『大
統領令』で定める」(第2条4項)と されてお り、「大統領令」に頼らなくては、たとえ地方
自治団体間に必要かつ緊急を要する事務が発生 したとしても、特別地方自治団体を自律的な
































に発展 し、地方政府もその正統性を確保することができる。 しか し、韓国社会の住民はいまだ

























　 5)地方 自治法第150条の地方自治団体組合に対 しても、外国の事例に倣 って条例制定権を
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有する議会(組 合会議)と その組織 ・運営に対する権能が付与され、自治権が担保さるべきで
ある。現状は、制限された条例制定権や自治組織権の一部が付与されるに過ぎず、その権限は
職員の採用に限るなど、権限面は非常に微々たるものに留まっている。
　 6)地方自治法施行令では、広域自治団体である市 ・道と、基礎自治団体である市 ・郡 ・自
治区 との間で、機能配分関係が頗 る曖昧である。例えば、「廃棄物処理基本計画樹立」は広域















































えつつある。例えば、蠕津江水界の8ヶ市 ・郡は 「蠕津江環境行政協議会」を結成 して、蠕津
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